
 

 

 

 

 

 

 

堤ヶ岡飛行場跡地の活用に係る基本構想 
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堤ヶ岡飛行場跡地を活用し、本市はもとより、群馬県経済の飛躍的発展に向けて

シリコンバレーを超える街を創っていこうと、山本群馬県知事と一緒に記者発表し

てから１年が過ぎました。 

 この間、開発のための基本構想の策定に向けて、群馬県と本市で基本構想検討プロ

ジェクトチームを立ち上げ、若く、感性豊かな、また、様々な背景を持つ職員により

議論を重ねてきました。 

 私は、堤ヶ岡飛行場跡地は、県央地域に残された、最後の、そして最高の優良地で

あると思っています。戦時中には軍用飛行場が設置され、若い飛行隊員の訓練もおこ

なわれたなどの歴史もある地ですが、そ ういった歴史的意味を含め、今後、本市、そ

して群 馬 県が 持続可 能 な発 展を進 めて い く上で の重 要 なエリ アであ ると考 えてい ま

す。 

 当地の開発にあたっては、従来型の工業団地、産業団地にするのではなく、明確な

コンセプトを持ち、「選ばれる街、変革する高崎」を象徴し、牽引していくようなま

ちづくりが不可欠であるとも考えています。 

 この基本構想では、プロジェクトチーム等からいただいたアイデアを生かしつつ、

高崎市⾧としての考え方を適宜取り入れこのような形にしました。 

 今後は、この基本構想を基礎として、関係各位、地域のご協力をいただきながら、

群馬県との協議を進め、協働して事業化に向けてまい進していくつもりです。 
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 堤ヶ岡飛行場は、正式名称を「前橋陸軍飛行場」と言い、旧堤ヶ岡村の一部に存

在していたことから、地元地域では、「堤ヶ岡飛行場」と呼んでいました。 

 この堤ヶ岡飛行場は、太平洋戦争の終戦後、1951 年（昭和 26 年）11 月までに全

ての土地が売り渡され、160ha という広大な農地に生まれ変わりましたが、その

後、この堤ヶ岡飛行場跡地は、一部で市街化が進み、現在では、約 93ha となり、

そのすべてが市街化調整区域に位置付けられています。 

 そこで、本市では、西毛広域幹線道路と高崎渋川線バイパスが交差する場所に位

置し、関越自動車道前橋インターチェンジや駒寄スマートインターチェンジからの

アクセスも良く、群馬県の中央部に位置する最も価値のあるこの土地を、本市や群

馬県の発展に大きく貢献する高度な土地利用に転換し、新しい産業、特に IT 産業が

集積する地域として発展させることが大きな雇用や人流の拡大に繋がるものと考

え、これまでの農地としての利用ではなく、新しい土地利用に代えていこうと検討

を始めました。この考えに、群馬県も同調し、堤ヶ岡飛行場跡地の活用に関する市

⾧と群馬県知事の合同記者会見（令和 5 年 3 月 16 日）を開き、協力して新しいま

ちづくりの検討を進めていくことになりました。 
 
 

減少する農用地の新たな確保 

 堤ヶ岡飛行場跡地の活用では、約 63ha の農用地の減少が見込まれますが、本事

業の実施にあたっては、それを上回る約 100ha の農 用地を新たに確保する計画とな

っています（P19 「７堤ヶ岡飛行場跡地活用の進展に伴う農地の確保」を参照 ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 開発の背景 
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堤ヶ岡飛行場跡地の活用には、本市や群馬県の地域特性を理解し、それを最大限

生かすことが必要です。 

 基本構想の策定にあたっては、この地域特性についてあらためて整理をおこない

ます。 

 

地域特性１ 群馬県・高崎市は、地震や洪水、浸水などの災害リスクが少ない 

 群馬県は、震度 4 以上の地震の頻度は、関東甲信越地域で最も低く、さらに、災害

と土砂災害による被害も全国で最も低いレベルにあります。 

 その中でも、堤ヶ岡飛行場跡地は、災害ハザードが存在しないことから、特に災害

発生の恐れが小さい地域であると言えます。 

 群馬県では、「ぐんま№１レジリエンス強化実現計画」を策定し、地域の強みを最

大限に活用しつつ、災害に強く、持続可能な群馬県を構築するため、ハード・ソフト

両面の防災・減災対策を強力かつ集中的に推進しています。 

 

 
 

 

２ 地域の特性 
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地域特性２ 高崎市は、各地へのアクセスが良好な交通の要衝 

 本市には、上越、北陸の新幹線が 2 路線、JR 在来線 5 路線、私鉄 1 路線が集中し、

1 日約 6 万人が利用する県内最大の高崎駅があるほか、関越、上信越、北関東自動車

道の高速道路が通るなど、国内有数の交通ハブ拠点となっています。 

 堤ヶ岡飛行場跡地 は、関越自動車道前橋インターチェンジから約２km、駒寄ス マ

ートインターチェンジから約５km に位置し、高速交通網へのアクセスが容易である

ことから、「県央地域に残された最後のそして最高の優良地」となっています。 
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堤ヶ岡飛行場跡地では、高崎渋川線バイパスや西毛広域幹線道路の整備により、

開発ポテンシャルが急速に高まっています。 

 これからの将来に向けたまちづくりは、様々な面での「デジタル化」が重要とな

ります。本市や群馬県が今後、飛躍的に発展するために、この堤ヶ岡飛行場跡地で

は、「デジタル」と「グリーン」、さらに、「クリエイティブ」の観点を組み合わ

せ、「最先端のデジタル地区」として象徴するような世界トップレベルのスマート

シティを目指したまちづくりを進めていきます。 

なお、まちづくりのコンセプトは、以下に示すとおりで、令和 5 年 3 月 16 日に

開かれた市⾧と群馬県知事の共同記者会 見で公表されました。 

 

コンセプト１ 先端情報技術を有する企業等が集積する地域 

堤ヶ岡 飛 行場 跡地で は 、「先 端 情 報技術 を 有 する 企業等 が 集積 する地 域」 と して、

AI や IT 関連企業など、先端情報技術を有する企業や研究機関の誘致を目指しま す。 

これまで本市の経済発展に大きく寄与している「ものづくり企業」の強みを生かし

つつ、そこにデジタル技術を付加し、新たな価値を生み出していく取組が必要です。

基本構想では、IT 系、クリエイティブ系 、研究開発系などの企業を集積し、デジタ

ルイノ ベ ーシ ョンで 新 たな 成⾧産 業を 生 み出し てい く と同時 に、ク リエイ ティブ 産

業等における「新たな雇用」の創出を図っていきます。  

 また、この場所に様々な人材や資源、知見が集まってくる結果として、この場所で

ハイレベルな「最先端の教育」の実現を目指していきます。  

 これらの取組によって本市や群馬県のブランド力を向上させ、移住人口、関係人

口を増加させ、本市のみならず群馬県全体の経済の飛躍的な発展に繋げていきま

す。  

 

３ まちづくりのコンセプト 
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コンセプト２ DX※ 1） を活用した地域  

堤ヶ岡飛行場跡地では、あらゆる分野で DX を活用した、新たな 社会システムの構

築を目指します。将来的には、首都圏等に居住する人の「新たな産業と新たな雇用」

の受け皿にもなるような場所にしていきたいと考えています。 

具体的には、最先端の通信環境を備えたサテライトオフィス、コワーキングスペー

ス等の整備や、ICT 推進による利便性の高い住民サービスの提供、AI の活用による

安心・安全な住環境整備なども検討していくとともに、新たなモビリティの活用や、

自動運 転 ロボ ット及 び ドロ ーン等 によ る 宅配サ ービ ス などの 導入も 検討し ていき ま

す。  

また、本地区は周辺に駅がなく、現状、交通手段は自動車やバスに依存していま

す。このような状況から、群馬県が取り組んでいる GunMaaS※ 2）（グンマース）の

導入を図り、シームレスな移動手段の確保に取り組んでいきます。 
 
※ 1） DX： デ ジ タ ル 技 術 を 社 会 に 浸 透 さ せ 、 人 々 の 生 活 を よ り 良 い も の へ と 変 革 す る こ と  

※ 2） GunMaaS： ス マ ー ト フ ォ ン ひ と つ で 目 的 地 ま で の ル ー ト 検 索 か ら 予 約 ・ 決 済 ま で の 手 続 き を 一 括 で 可 能
と す る 交 通 系 WEB ア プ リ ケ ー シ ョ ン の こ と  

 

 
 

コンセプト３ 再生可能エネルギーを活用したサスティナブル ※ 3） な地域  

堤ヶ岡飛行場跡地では、エネルギーの需要側と供給側を一体的に捉えたエネルギ

ー需給システムの構築を目指します。 

 地区内に建設される全ての建物において、再生可能エネルギーの地産地消を実現

するのはもちろんのこと、エネルギー活用の面でも、最先端のモデルを提示してい

きます。  
 
※ 3） サ ス テ ィ ナ ブ ル ： 持 続 可 能  
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3 つのコンセプトを総合的に組み合わせ、将来的には「公・民・学」の連携

により、新たなサービスや付加価値を創出する地域を目指します。 
 

 

 

 

 

本市では、堤ヶ岡飛行場跡地の恵まれたポテンシャルを生かし、民間活力の活用

によるまちづくりを進めるため、令和 2 年 4 月、高崎渋川線 バイパス及び西毛広域

幹線道路沿線において「高崎市市街化調整区域における開発行為の許可の基準に関

する条例」を改定し、規制緩和をおこないました。 

 この規制緩和により、本地区の西毛広域幹線道路北側と高崎渋川線バイパスの西

側では既に民間による開発が進み、経済活動が活発化しています。 

 今回、堤ヶ岡飛行場跡地の活用を検討する上では、新たな事業を展開する区域

（事業区域）と先行している民間開発区域が調和のあるまち づくりをおこなうこと

で最大限の効果を得るため、スマートコミュニティシステムの構築（①住宅、産業

施設、交通システムを IT ネットワークで繋ぐ、②あらゆる最先端の再生可能エネル

ギーを街区間で相互に融通）や、地区計画制度等を活用した将来のまちづくりに向

けたルールづくり（①建物のデザインや外観を魅力あふれるものに統一、②歩行者

空間や樹木による緑の空間を創出）など、本市と民間開発事業者で、まちづくりの

コンセプトを共有した協力体制の構築に取り組んでいきます。 

 

 

 

４ 事業区域と民間開発区域が一体となった将来のまちづくり 
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調和のあるまちづくりに向けた取組の例 

➣コンセプトを同一にしたファサードや緑化の取組（事業区域+民間開発区域）  

建物のデザインや樹木の配置など、コンセプトを明確にし、本市と民間開発事

業者が共通理念を持ったファサードづくりに取り組んでいきます。 

 

➣省エネルギー、創エネルギーに関する取組（事業区域+民間開発区域）  

  堤ヶ岡飛行場跡地では、建物の省エネルギー化を推進するとともに、太陽光発

電などによりエネルギーを生み出し、街区間で相互に融通するシステムの構築に

取り組んでいきます。 

 

➣ローカル５G を活用した自動運転巡回バスの運行への取組（ 事 業 区 域 +民 間 開 発 区 域 ） 

  地区内の移動サービスの向上やドライバー不足に対応するため、自動運転巡回

バスの運行に取り組みます。将来的には本地区の運行を踏まえ、市域全体への拡

充を目指します。 
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堤ヶ岡飛行場跡地の事業区域の活用を検討するにあたり、本市では、群馬県と協

力し、次世代の担い手の観点から、本市と群馬県の若手職員で構成する「堤ヶ岡飛

行場跡地基本構想検討プロジェクトチーム」を発足させ、自由かつ柔軟な発想での

検討を開始しました。 

検討に先立ち、プロジェクトチームでは、先進事例の調査や本地区における特性

の整理等をおこない、堤ヶ岡飛行場跡地における新たなまちのイメージについて議

論を重ねました。 

その結果、先に述べた、まちづくりの 3 つのコンセプトを具現化するために必要

なビジョンを 8 つの項目にまとめました 。本市と群馬県では、このプロジェクトチ

ームの報告を受け、両者間で議論をおこなった結果、このビジョンを採用し、市⾧

に提案しました。 

今後は、このビジョンを基に様々な施策を展開していきます。 

 

 

 

 

 

５ まちづくりを展開する 8 つのビジョン 
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本市では、8 つのビジョンを実現するために、将来の経済を下支えする「企業誘致

の方針」、クリエイティブ人材を育成するための「教育・研究施設整備の方針」、進出

企業に伴う人口増加と環境に配慮した「 住宅環境整備の方針」、街の居心地を向上さ

せるための「まちなみ形成の方針」、ストレスなく快適な移動環境を提供する「交通

基盤整備の方針」及び、太陽光発電などの再生可能エネルギーを街区間で相互に融通

する「再生可能エネルギー活用の方針」などを堤ヶ岡飛行場跡地のまちづくりの方針

とし、地方都市の最先端モデルを目指していきます。 
 

１ 企業誘致の方針 

 堤ヶ岡飛行場跡地の活用における 3 つのコンセプトと 8 つのビジョンの実現に 向

け、次の７分野を中心に 8 つのビジョンを実現できる最先端企業の誘致を目指しま

す。 
 

 
 

６ ３つのコンセプトと 8 つのビジョンを実現するためのまち 
づくりの方針 
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２ 教育・研究施設整備の方針 

 堤ヶ岡飛行場跡地では、映像コンテンツ産業やロボティクス産業など、多様な企業

の誘致を目指しています。 

 本市では、群馬県と協力し、このような企業誘致を目指すとともに、安定した人材

の供給を図るため、県内の大学と企業等との推進共同体（コンソーシアム）によるハ

イテク 研 究施 設の整 備 や、 県内の 情報 教 育の専 門分 野 をまと めた高 等教育 機関や 研

究所な ど を整 備し、 デ ジタ ルやク リエ イ ティブ の人 材 育成の 一大拠 点を創 出して い

きます。 

 

３ 住宅環境整備の方針 

 堤ヶ岡飛行場跡地の活用においては、新たな産業拠点（職）を形成することにより、

人口増加に対する住宅用地が必要になります。 

 本市では、本地区の活用を踏まえ、高崎市都市計画マスタープラン（令和 6 年度改

定予定）において、本地区を副都心拠点に 位置付けるとともに、職住近接の住宅環境

整備を推進していくこととしています。 

 職住近接とは、従業員等の通勤時間の短縮はもとより、ワークライフバランスの充

実や生活利便性の向上に寄与し、働き手の定着や定住の促進に繋がるなど、多くの利

点がある重要な考え方です。 

 例えば、職と住の離隔距離を短縮することは、進出企業の従業者の主な通勤手段と

なる自家用車の交通量を減少させ、交通渋滞対策、環境負荷の軽減、新たなインフラ

整備の 費 用を 抑える こ とに も繋が るこ と から、 事業 区 域内に 住宅環 境を整 備する こ

とで「職住近接」を積極的に推進していきます。 
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４ まちなみ形成の方針 

街の居心地を向上させるためには、パブリック空間だけでなく、沿道建築物の統一

的な外観形成、多様な活動を促す環境整備などが不可欠です。 

堤ヶ岡飛行場跡地では、都市空間を官民の区別なく“グランドレベル“で捉え、その

デザインのあり方を工夫することで居心地の良い空間づくりを進めます。例えば、民

間空地 や 沿道 建築 物 等 の各 領域が 無 秩 序 に空間 形 成を 進め る の では なく、 建 築 物の

形態や意匠のルールとして、地区計画等の都市計画手法の活用を検討していきます。 

まちなみの形成は事業区域だけにとどまらず、民間開発区域を取り込み、オリジナ

リティあふれる空間を形成していきます。さらに、先行している 民間開発区域では、

建築物 の 更新 時に 周 辺 と調 和する 外 観 形 成にな る よう 、ま ち づ くり のルー ル を つく

っていきます。  
 
 

 

 

 

 

 

 

 
           出 典 ： NPO 法 人 大 丸 有 エ リ ア マ ネ ジ メ ン ト 協 会  

 

５ 交通基盤整備の方針 

現代における新たなモビリティは、IT 環境でつながり、自動 運転で走る電気自動

車を共有・相乗りするようになっていくと言われています。堤ヶ岡飛行場跡地では、

様々な交通手段をシームレスに繋げた GunMaaS（グンマース）と新たなモビリティ

を組み合わせるために、モビリティハブを整備し、顧客にモノ・サービスが到達する

最後の接点となるラストワンマイルの快適化を目指していきます。 

具体的には、街の暮らしを支える交通手段については、街の中と外で分けて考えま

す。例えば、地区内では、マイクロモビリティや自動運転による循環バスを基本とし、

渋滞緩和など交通環境の健全化を図ります。街を訪れる人は、地区内に設置されたモ

ビリティ・ハブでマイクロモビリティや循環バスに乗り換え、街の中を楽しみながら

移動します。また、街の中から外へ、外から街への移動は、GunMaaS を活用した快

適な環境を整備します。 

さらに 、 県内 最大 の タ ーミ ナルで あ る 高 崎駅と 堤 ヶ岡 飛行 場 跡 地に おける 新 たな

交通システムの検討もおこないます。 
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６ 再生可能エネルギー活用の方針  

堤ヶ岡飛行場跡地では、街全体で住宅や産業施設、交通システムなどを IT ネ ット

ワークで繋ぎ、太陽光発電などの再生可能エネルギーを街区間で相互に融通し、有効

活用する「スマートコミュニティシステム」の構築を目指します。 

システムの構築にあたっては、事業区域だけでなく、既に開発が進む周辺の民間開

発区域を取り込み、エネルギーの安定供給や経済効率性、さらに環境へ適合した社会

（Energy Security、Economy、Environment の頭文字をとって３E 社会と言います。）

の実現に取り組んでいきます。 

例えば、堤ヶ岡飛行場跡地における企業等の建築物には、快適な室内環境を実現し

ながら 、 建物 で消費 す る年 間の一 次エ ネ ルギー 消費 量 の収支 をゼロ にする ことを 目

指した ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を、また、戸建住宅についても、室

内環境 の 質を 維持し つ つ大 幅な省 エネ ル ギーを 実現 し たうえ で、太 陽光発 電など の

再生可 能 エネ ルギー を 導入 するこ とに よ り、年 間の 一 次エネ ルギー 消費量 の収支 を

ゼロにすることを目指した ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）の導入を推 進

します。 
 
 

 
 

出 典 ： 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 HP 
 

※ CEMS（ Community Energy Management System）： 地 域 全 体 の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 削 減 を 図 る た め の シ ス テ ム  
※ HEMS（ Home Energy Management System）： 家 庭 で 家 電 、 電 気 設 備 を 最 適 に 制 御 す る た め の シ ス テ ム  
※ BEMS（ Building Energy Management System）： 建 物 内 の エ ネ ル ギ ー 性 能 の 最 適 化 を 図 る た め の シ ス テ ム  
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堤ヶ岡飛行場跡地の活用は、その事業面積が大きいことから、農用地の減少が課題

（市街化区域編入約 93ha に対し減少する農用地は約 63ha）となりますが、本市で

は、それを上回る農用地を計画的に確保します。 

具体的には、市内の土地全体を精査し、①荒廃農地の解消を進め、有機農業や果樹

等の生産に向けた農用地を確保（倉渕地域：約 31ha、榛名地域：約 6ha、箕郷地域：

約 9ha、吉井 地域：約 19ha＝合計約 65ha）します。 

また、②本市は令和 3 年に創設した「農地再生推進事業（市単独事業）」により、

令和３年度 7.1ha（内訳 高崎地域：0.3ha、倉渕地域：1.3ha、箕郷地域：0.7ha、

榛名地域：3.8ha、吉井地域：1.0ha）、令和４年度 16.5ha（内訳 高崎地域：1.6ha、

倉渕地域：0.1ha、箕郷地域：2.4ha、群馬地域：0.3ha、榛名地 域：4.0ha、吉井地域：

8.1ha）、令和 5 年度 10.5ha（内訳 高崎地域：3.4ha、倉渕地域：0.6ha、箕郷地域：

3.0ha、群馬地 域：0.2ha、榛名地域：2.9ha、吉井地域：0.4ha）の 3 年間で約 34.1ha

の農用地を新たに確保している実績があることから、①と②の合計は約 100ha とな

り、実現が十分可能であると考えています。 

 

 

 

 

 堤ヶ 岡 飛行 場跡地 を 最先 端技術 を活 用 した国 内ト ッ プクラ スの街 にして いくた め

に、この「基本構想」をベースとし、事業の詳細を詰めていきます。 

 実際の事業の推進では、高崎工業団地造成組合のほか、大手民間事業者の参入も視

野に入れ、最善で最適な事業スキームを構築していきます。 

8 今後の取組 

7 堤ヶ岡飛行場跡地活用の進展に伴う農地の確保 


